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(57) Abstract: This thermoelectric generator i s
[ 図1] provided with: a heat conducting body (1) which i s

i n contact with an environment having a temperat
ure that repeatedly rises and falls, and which can
exchange heat with the environment according t o
temperature changes in the environment; a heat
storing body (2); a thermoelectric conversion unit
(3) wmch i s arranged between the heat conducting
body and the heat storing body and which com
prises one end (3a) in thermal contact with the heat
conducting body and another end (3b) in thermal
contact with the heat storing body; and a covering
layer (4) which has a constant heat resistance and
which covers the entire heat storing body except
the part thereof i n contact with the thermoelectric
conversion unit. B y keeping the heat storing body
at a temperature approximately midway between
the maximum temperature and the minimum tem
perature of the heat conducting body, the temperat
ure difference occurring between the heat conduct
ing body and the heat storing body i s utilized to ex
tract electric energy fi"om the thermoelectric con
version unit.
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温度昇 降 を繰 り返す環境 に接触 し、環境 の温度 変化 に応 じて環境 と熱交換 し得 る導 熱体 1 と、蓄熱体
2 と、導熱体 お よび蓄熱体 間に配置 され る とともに、一端 3 a が導熱体 に熱的 に接触 し、他端 3 b が蓄
熱体 に熱的 に接触 す る熱電変換 ユ ニ ッ ト3 と、一定の熱抵抗 を有 し、熱電変換 ユ ニ ッ トとの接触 部分 を
除 く蓄熱体 の全体 を被覆 す る被覆 層 4 とを備 える。蓄熱体 が導 熱体の最高温度 と最低温度 の 中間付近の
温度 に保 たれ る ことによ り、導 熱体 と蓄熱体 との 間に生 じる温度 差 を利用 して、熱電変換 ュニ ッ 卜か ら
電気 エネルギー を取 り出す。



明 細 書

発明の名称 ：熱電発電装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、外部環境の温度変化を利用 し、熱電変換モジュールを用いて熱

エネルギーを電気エネルギーに変換することで発電を行 う熱電発電装置、特

に、小電力用の熱電発電装置に関するものである。

背景技術

[0002] 近年、エネルギー ハ一ベステ ィング技術が注 目されつつある。エネルギ

— ハ一ベステ ィング技術は、熱や振動、光、電磁波 といった環境エネルギ

—を電力に変換するものである。

そ して、 このエネルギー ハ一ベステ ィング技術の 1 つと して、熱電変換

モジユールを用い、熱ェネルギ一か ら電力を得 るように した熱電発電装置が

これまでに提案されている （例えば、特許文献 1 ~ 3 参照）。

[0003] 従来の熱電発電装置によれば、発電を行 う際には、熱電変換モジュールの

—端側 に加熱によって熱を供給する一方、他端側か ら冷却によって熱を排出

し、熱電変換モジュールの両側 に一定の大 きさの温度差 を生 じさせる必要が

あった。すなわち、従来の熱電発電装置においては、近接 して存在する加熱

源 と冷却源 との間の温度差 を利用 して発電するので、熱電発電装置の設置場

所が制限されていた。

[0004] —方、 ワイヤ レスセンサ一や リモ一 卜モニタ一等の消費電力が小さい電子

機器においては、 メンテナンスの関係上、電源 と して、商用電源や電池では

な く、環境エネルギーを利用することが望 ま しい。

そのため、熱電発電装置をこれ らの電子機器の電源部 に組み込むことが考

え られるが、上述のように熱電発電装置の設置場所が制限されることか ら、

電子機器を必要な場所に自由に設置することができないという問題があつた

先行技術文献



特許文献
[0005] 特許文献1 ：特開 2 0 0 4 _ 4 7 6 3 5 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 5 _ 3 4 7 3 4 8 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 1 0 _ 4 5 8 8 1 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0006] したがって、本発明の課題は、熱電発電装置が配置される環境中の熱電変

換モジュールを挟んだ両側に温度差を生 じさせるために、熱電変換モジユ ー

ルの一端側を加熱 し、他端側を冷却 しなくても、安定的に発電することがで

きる熱電発電装置を提供することにある。

課題を解決するための手段

[0007] 上記課題を解決するため、本発明によれば、温度昇降を繰 り返す環境中に

配置され、前記環境の温度変化を利用 して発電を行う熱電発電装置であって

、前記環境に接触 し、前記環境の温度変化に応 じて前記環境と熱交換 し得る

1 つの導熱体と、少なくとも 1 つの蓄熱体と、一定の熱抵抗を有 し、前記蓄

熱体を被覆する被覆層と、前記導熱体および前記蓄熱体間、または前記蓄熱

体間、またはそれらの両方に配置された少なくとも 1 つの熱電変換ュニッ卜

と、を備え、前記熱電変換ユニットの一端側と他端側との間に生 じる温度差

を利用 して、前記熱電変換ュニッ卜から電気エネルギーを取り出すものであ

ることを特徴とする熱電発電装置が提供される。

[0008] 本発明の好ましい実施例によれば、前記熱電発電装置は、 1 つの前記蓄熱

体と、前記導熱体および前記蓄熱体間に配置された 1 つの前記熱電変換ュニ

ッ卜と、を備え、前記熱電変換ユニットの一端が前記導熱体に接触する一方

、他端が前記蓄熱体に接触 し、前記被覆層は前記熱電変換ユニットとの接触

部分を除く前記蓄熱体の全体を被覆 しており、前記蓄熱体が前記導熱体の最

高温度と最低温度の中間付近の温度に保たれ、それによつて、前記導熱体と

前記蓄熱体との間に生 じる温度差を利用 して、前記熱電変換ュニッ卜から電



気エネルギーを取 り出すようになつている。

[0009] 本発明の別の好ましい実施例によれば、前記熱電発電装置は、前記被覆層

内における前記導熱体および前記蓄熱体間に配置され、熱的に膨張および収

縮すること、または熱的に変形することで、前記導熱体および前記蓄熱体に

接触 して前記導熱体と前記蓄熱体の間で熱移動させる第 1 の位置と、前記導

熱体および前記蓄熱体のうちの少なくとも一方から離間 して前記熱移動を停

止させる第 2 の位置とをとる補助導熱手段を備え、前記補助導熱手段は、前

記導熱体の温度が前記最高温度付近にあるとき、または前記導熱体の温度が

前記最低温度付近にあるときに前記第 1 の位置をとる。

[001 0] 本発明のさらに別の好ましい実施例によれば、前記熱電発電装置は、前記

被覆層内における前記導熱体および前記蓄熱体間に配置され、前記導熱体お

よび前記蓄熱体に接触 して前記導熱体と前記蓄熱体の間で熱移動させる 0 N

状態と、前記導熱体および前記蓄熱体のうちの少なくとも一方から離間 して

前記熱移動を停止させる 0 F F 状態とをとる熱流スィツチと、前記導熱体の

温度を検出する第 1 の温度センサ一と、前記蓄熱体の温度を検出する第 2 の

温度センサ一と、前記第 1 および第 2 の温度センサ一の検出値に基づいて、

前記熱流スィッチの 0 N状態と0 F F 状態を切 り替える熱流スィッチ制御部

とを備えている。

[001 1] 本発明のさらに別の好ましい実施例によれば、前記熱流スィッチは、前記

導熱体と前記熱電変換ュニッ 卜の前記一端との間、または前記蓄熱体と前記

熱電変換ュニッ 卜の前記他端との間に配置され、前記 O N状態をとるとき、

前記熱電変換ュニッ 卜を介 して前記導熱体に接触 し、または前記熱電変換ュ

ニッ 卜を介 して前記蓄熱体に接触する。

[001 2] 本発明のさらに別の好ましい実施例によれば、前記熱電発電装置は、第 1

および第 2 の前記蓄熱体と、前記第 1 および第 2 の蓄熱体間に配置され、_

端が前記第 1 の蓄熱体に接触 し、他端が前記第 2 の蓄熱体に接触する 1 つの

前記熱電変換ュニッ 卜と、前記導熱体および前記第 1 の蓄熱体間に配置され

、前記導熱体および前記第 1 の蓄熱体に接触 して前記導熱体と前記第 1 の蓄



熱体の間で熱移動 させるO N 状態 と、前記導熱体および前記第 1 の蓄熱体の

うちの少な くとも一方か ら離間 して当該熱移動 を停止させる 0 F F 状態 とを

とる第 1 の熱流スィ ッチ と、前記導熱体および前記第 2 の蓄熱体間に配置 さ

れ、前記導熱体および前記第 2 の蓄熱体 に接触 して前記導熱体 と前記第 2 の

蓄熱体の間で熱移動 させる 0 N 状態 と、前記導熱体および前記第 2 の蓄熱体

の うちの少な くとも一方か ら離間 して当該熱移動 を停止させる第 2 の熱流ス

イ ッチ と、 を備 え、前記被覆層は、前記第 1 の熱流スィ ッチ との接触部分お

よび前記熱電変換ュニ ッ 卜との接触部分 を除 く前記第 1 の蓄熱体の全体 と、

前記第 2 の熱流スィ ツチ との接触部分および前記熱電変換ュニ ッ 卜との接触

部分 を除 く前記第 2 の蓄熱体の全体 を被覆 してお り、前記熱電発電装置は、

さ らに、前記導熱体の温度 を検 出する第 1 の温度セ ンサ一 と、前記第 1 の蓄

熱体の温度 を検 出する第 2 の温度セ ンサー と、前記第 2 の蓄熱体の温度 を検

出する第 3 の温度セ ンサ一 と、前記第 1 〜第 3 の温度セ ンサ一の検 出値 に基

づいて、前記第 1 および第 2 の熱流スィ ッチの前記 0 N 状態 と前記 0 F F 状

態 を切 り替える熱流スィ ッチ制御部 と、 を備 え、前記熱流スィ ッチ制御部が

、前記導熱体の温度が最高温度付近 にあるとき、前記第 1 の熱流スィ ッチを

前記 0 N 状態 にすると同時に、前記第 2 の熱流スィ ツチを前記 0 F F 状態 に

し、前記導熱体の温度が最低温度付近 にあるとき、前記第 1 の熱流スィ ッチ

を前記 0 F F 状態 にすると同時に、前記第 2 の熱流スィ ツチを前記 O N 状態

にすることによ り、第 1 の蓄熱体が前記導熱体の最高温度付近の温度 に保た

れる一方、前記第 2 の蓄熱体が前記導熱体の最低温度付近の温度 に保たれ、

それによつて、前記第 1 および第 2 の蓄熱体間に生 じる温度差 を利用 して、

前記熱電変換ユニ ッ トか ら電気エネルギーを取 り出すようにな つている。

本発明のさ らに別の好 ま しい実施例 によれば、前記熱電発電装置は、前記

第 1 の熱流スィ ツチおよび前記第 1 の蓄熱体間に配置 され、一端が前記第 1

の熱流スィ ツチに接触する一方、他端が前記第 1 の蓄熱体 に接触する第 1 の

ペルチェ素子 と、前記第 2 の熱流スィ ツチおよび前記第 2 の蓄熱体間に配置

され、一端が前記第 2 の熱流スィ ッチに接触する一方、他端が前記第 2 の蓄



熱体に接触する第 2 のペルチェ素子と、を備え、前記第 1 の熱流スィッチが

前記 O N状態にあるとき、前記第 1 のペルチェ素子が、前記一端において吸

熱 して、前記他端において発熱 し、前記第 2 の熱流スィッチが前記 0 N状態

にあるとき、前記第 2 のペルチェ素子が、前記一端において発熱 して、前記

他端において吸熱する。

[0014] 本発明のさらに別の好ましい実施例によれば、前記導熱体が前記被覆層の

表面の全体を被覆 している。

本発明のさらに別の好ましい実施例によれば、前記被覆層は断熱材から形

成されている。

本発明のさらに別の好ましい実施例によれば、少なくとも 1 つの前記蓄熱

体が潜熱蓄熱材から形成されている。

[001 5] 本発明のさらに別の好ましい実施例によれば、前記熱電発電装置は、第 1

の追加の蓄熱体と、第 2 の追加の蓄熱体と、前記第 1 および第 2 の追加の蓄

熱体間に配置され、一端が前記第 1 の追加の蓄熱体に接触 し、他端が前記第

2 の追加の蓄熱体に接触する追加の熱電変換ュニッ卜と、前記第 1 および第

2 の追加の蓄熱体間に配置され、一端が前記第 1 の追加の蓄熱体に接触 し、

他端が前記第 2 の追加の蓄熱体に接触する追加のペルチェ素子と、一定の熱

抵抗を有 し、前記追加の熱電変換ュニッ卜との接触部分および前記追加のぺ

ルチェ素子との接触部分を除く前記第 1 および第 2 の追加の蓄熱体の全体を

被覆する追加の被覆層と、を備え、前記追加の熱電変換ユニットを除く前記

熱電変換ュニッ卜が出力する電気エネルギーを前記追加のペルチェ素子によ

つて熱エネルギーに変換することによって、前記第 1 および第 2 の追加の蓄

熱体間に温度差を生 じさせ、前記温度差を利用 して、前記追加の熱電変換ュ

ニッ卜から電気エネルギーを取り出すようになつている。

この実施例において、前記熱電発電装置から電気の供給を受ける電子機器

の動作が間欠的であり、それに対応 して、前記熱電発電装置による電気の出

力が間欠的でもよい場合には、追加のペルチェ素子を省略するとともに、前

記追加の熱電変換ュニッ卜をゼーベック素子から構成 し、前記熱電発電装置



から電気を出力するときは、前記追加の熱電変換ュニッ 卜をゼ一ベ ック素子

として機能させる一方、前記熱電発電装置から電気を出力 しないときは、前

記追加の熱電変換ュニッ 卜をペルチェ素子として機能させることもできる。

[001 6] 本発明のさらに別の好ましい実施例によれば、前記熱電発電装置は、第 1

の追加の蓄熱体と、第 2 の追加の蓄熱体と、前記第 1 および第 2 の追加の蓄

熱体間に配置され、一端が前記第 1 の追加の蓄熱体に接触 し、他端が前記第

2 の追加の蓄熱体に接触する追加の熱電変換ュニッ 卜と、一定の熱抵抗を有

し、前記追加の熱電変換ュニッ 卜との接触部分を除 く前記第 1 および第 2 の

追加の蓄熱体の全体を被覆する追加の被覆層と、前記追加の被覆層の内部に

おいて前記第 1 の追加の蓄熱体に接触 して配置されたヒータ一と、を備え、

前記追加の熱電変換ュニッ 卜を除 く前記熱電変換ュニッ 卜が出力する電気工

ネルギ一を前記 ヒータ一によって熱エネルギーに変換することによって、前

記第 1 の追加の蓄熱体を加熱 し、前記第 1 および第 2 の追加の蓄熱体間に温

度差を生 じさせ、前記温度差を利用 して、前記追加の熱電変換ユニッ トから

電気エネルギーを取 り出すようになつている。

[001 7 ] 本発明のさらに別の好ましい実施例によれば、前記第 1 および第 2 の追加

の蓄熱体のうちの少な くとも一方が潜熱蓄熱材から形成されている。

[001 8 ] 本発明のさらに別の好ましい実施例によれば、前記熱電発電装置は、第 1

の追加の蓄熱体と、第 2 の追加の蓄熱体と、前記第 1 および第 2 の追加の蓄

熱体間に配置され、一端が前記第 1 の追加の蓄熱体に接触 し、他端が前記第

2 の追加の蓄熱体に接触する追加の熱電変換ュニッ 卜と、前記第 1 および第

2 の追加の蓄熱体間に配置され、一端が前記第 1 の追加の蓄熱体に接触 し、

他端が前記第 2 の追加の蓄熱体に接触する追加のペルチェ素子と、を備え、

前記第 2 の追加の蓄熱体は、前記熱電発電装置が設置される構造物からなり

、前記熱電発電装置は、さらに、一定の熱抵抗を有 し、前記追加の熱電変換

ュニッ 卜との接触部分および前記追加のペルチェ素子との接触部分を除 く前

記第 1 の追加の蓄熱体の全体を被覆する追加の被覆層を備え、前記追加の熱

電変換ュニッ 卜を除 く前記熱電変換ュニッ 卜が出力する電気エネルギーを前



記追加のペルチェ素子によって熱エネルギーに変換することによって、前記

第 1 および第 2 の追加の蓄熱体間に温度差を生 じさせ、前記温度差を利用 し

て、前記追加の熱電変換ュニッ卜から電気エネルギーを取り出すようになつ

ている。

この実施例において、前記熱電発電装置から電気の供給を受ける電子機器

の動作が間欠的であり、それに対応 して、前記熱電発電装置による電気の出

力が間欠的でもよい場合には、追加のペルチェ素子を省略するとともに、前

記追加の熱電変換ュニッ卜をゼーベック素子から構成 し、前記熱電発電装置

から電気を出力するときは、前記追加の熱電変換ュニッ卜をゼ一ベック素子

として機能させる一方、前記熱電発電装置から電気を出力 しないときは、前

記追加の熱電変換ュニッ卜をペルチェ素子として機能させることもできる。

[001 9] 本発明のさらに別の好ましい実施例によれば、前記熱電発電装置は、第 1

の追加の蓄熱体と、第 2 の追加の蓄熱体と、前記第 1 および第 2 の蓄熱体間

に配置され、一端が前記第 1 の追加の蓄熱体に接触 し、他端が前記第 2 の追

加の蓄熱体に接触する追加の熱電変換ユニットと、一定の熱抵抗を有 し、前

記追加の熱電変換ュニッ卜との接触部分を除く前記第 1 および第 2 の追加の

蓄熱体の全体を被覆する追加の被覆層と、前記追加の被覆層の内部において

前記第 1 の追加の蓄熱体に接触 して配置されたヒータ一と、を備え、前記第

2 の追加の蓄熱体は、前記熱電発電装置が設置される構造物からなり、前記

追加の熱電変換ュニッ卜を除く前記熱電変換ュニッ卜が出力する電気工ネル

ギ一を前記ヒータ一によって熱エネルギーに変換することによって、前記第

の追加の蓄熱体を加熱 し、前記第 1 および第 2 の追加の蓄熱体間に温度差

を生 じさせ、前記温度差を利用 して、前記追加の熱電変換ユニットから電気

エネルギーを取り出すようになつている。

[0020] 本発明のさらに別の好ましい実施例によれば、前記第 1 の追加の蓄熱体が

潜熱蓄熱材から形成されている。

[0021 ] 本発明のさらに別の好ましい実施例によれば、前記熱電発電装置は、ワイ

ャレス給電システムの送電側機能を備えている。



発明の効果
[0022] 本発明によれば、温度変化を繰り返す環境に接触する導熱体が該環境と熱

交換することによって、導熱体および蓄熱体間あるいは蓄熱体間に自動的に

温度差を生じさせ、この温度差に比例した電圧を熱電変換ュニッ卜から取り

出すことができる。

[0023] また、 1つの蓄熱体と、該蓄熱体および導熱体間に配置された 1つの熱電

変換ユニットを備え、熱電変換ユニットの一端が導熱体に接触する一方、他

端が蓄熱体に接触し、被覆層が熱電変換ュニッ卜との接触部分を除く蓄熱体

の全体を被覆する構成とした場合には、導熱体の温度を環境の温度変化に従

つて昇降させる一方、蓄熱体の温度を導熱体の最高温度と最低温度の中間付

近の温度に保つことによって、導熱体および蓄熱体間に温度差を自動的に生

じさせ、この温度差に比例した電圧を熱電変換ュニッ卜から取り出すことが

できる。

[0024] また、 2 つの蓄熱体と、これらの蓄熱体間に配置され、一端が一方の蓄熱

体に接触し、他端が他方の蓄熱体に接触する 1つの熱電変換ユニットと、導

熱体と蓄熱体のそれぞれとの間に配置され、導熱体および蓄熱体に接触して

それらの間で熱移動させる0 N状態と、導熱体および蓄熱体のうちの少なく

とも一方から離間して当該熱移動を停止させる0 F F状態とをとる熱流スィ

ツチとを備え、被覆層が熱流スィッチとの接触部分および熱電変換ュニッ卜

との接触部分を除く蓄熱体の全体を被覆し、さらに、導熱体および蓄熱体の

温度を検出する温度センサ一と、温度センサ一の検出値に基づいて、各熱流

スィツチのO N状態と0 F F状態を切り替える熱流スィツチ制御部とを備え

た構成とした場合には、導熱体の温度が最高温度付近にあるとき、一方の熱

流スィツチをO N状態にすると同時に、他方の熱流スィツチを0 F F状態に

し、導熱体の温度が最低温度付近にあるとき、一方の熱流スィッチを0 F F

状態にすると同時に、他方の熱流スィッチをO N状態にすることにより、一

方の蓄熱体が導熱体の最高温度付近の温度に保つ一方、他方の蓄熱体を導熱

体の最低温度付近の温度に保つことによって、 2 つの蓄熱体間に生じる温度



差に比例した電圧を熱電変換ュニッ卜から取り出すことができる。

[0025] こうして、本発明によれば、温度昇降を繰り返す環境中に熱電発電装置を

配置するだけで電気エネルギーを取り出すことができ、従来の熱電発電装置

のように、熱電発電装置が配置された環境中の熱電変換ュニッ卜を挟んだ両

側に温度差を生じさせるべく、熱電変換ユニットの一端側を加熱し、他端側

を冷却する必要がない。

図面の簡単な説明

[0026] [ 図1]本発明の 1実施例による熱電発電装置の縦断面図である。

[図2]図 1 に示した熱電発電装置を屋外の大気中に配置した場合の、導熱体と

蓄熱体の温度変化の一例を示したグラフである。

[図3]本発明の別の実施例による熱電発電装置を示す図 1 に類似の図である。

[図4]図 1 に示した熱電発電装置を電子機器の電源として使用した場合の該電

源の構成例を示す図である。

[図5]本発明のさらに別の実施例による熱電発電装置の主要部を示す拡大縦断

面図である。

[図6]図 5 における補助導熱手段の取付部の拡大図である。

[図7]図 5 における補助導熱手段の取付部の拡大図である。

[図8]図 5 に示した熱電発電装置を屋外の大気中に配置した場合の、導熱体と

蓄熱体の温度変化の一例を示す図2 に類似のグラフである。

[図9]本発明のさらに別の実施例による熱電発電装置を示す図 1 に類似の図で

ある。

[図10]図9 に示した熱電発電装置の熱流スィツチの取付部の拡大図である。

[図11]図9 に示した熱電発電装置の熱流スィツチの取付部の拡大図である。

[図12]本発明のさらに別の実施例による熱電発電装置の縦断面図である。

[図13]図 1 2 に示した熱電発電装置を屋外の大気中に配置した場合の、導熱

体と第 1および第 2 の蓄熱体の温度変化の一例を示す図2 に類似のダラフで

ある。

[図14]本発明のさらに別の実施例による熱電発電装置の斜視図である。



[ 図15]本発明のさらに別の実施例による熱電発電装置の縦断面図である。

[図16]本発明のさらに別の実施例による熱電発電装置の縦断面図である。

[図17]本発明のさらに別の実施例による熱電発電装置の縦断面図である。

[図18]本発明のさらに別の実施例による熱電発電装置の縦断面図である。

発明を実施するための形態
[0027] 以下、添付図面を参照して本発明の好ましい実施例を説明する。

本発明による熱電発電装置は、温度昇降を繰り返す環境中に配置されるよ

うになつている。ここに、 「温度昇降を繰り返す環境」には、昼夜で周期的

に温度変化する屋外の大気中や、屋内に配置され、稼働状態に応じて温度変

化する機械設備の近傍および表面上等が含まれる。

[0028] 図 1は、本発明の 1実施例による熱電発電装置の構成を示す縦断面図であ

る。

図 1 に示された実施例では、本発明による熱電発電装置は、環境に接触し

、環境の温度変化に応じて環境と熱交換し得る 1つの導熱体 1 と、 1つの蓄

熱体 2 と、導熱体 1および蓄熱体 2 間に配置されて、一端 3 a が導熱体 1 に

接触し、他端 3 b が蓄熱体 2 に接触する熱電変換ユニット3 と、一定の熱抵

抗を有し、熱電変換ュニッ卜3 との接触部分を除く蓄熱体 2 の全体を被覆す

る被覆層4 を備えている。

被覆層4 によって被覆された蓄熱体 2 は、好ましくは、角がなく全体に丸

味を帯び、表面積が出来るだけ小さくなるような形状とされる。

[0029] 熱電変換ユニット3 としては、熱エネルギーを電気エネルギーに変換し得

る任意のものが使用可能であるが、この実施例では、ゼ一ベック効果を利用

した熱電変換モジュールが使用される。なお、図 1中、 5 は、熱電変換モジ

ユールの一対の電極である。

[0030] 導熱体 1は、環境との熱交換 （熱吸収および放熱）がより高い効率で行え

るような構成を有していることが好ましい。そのため、例えば、熱電発電装

置の設置環境が、温度変化する大気中である場合は、できるだけ大きな導熱

体 1の表面積を確保すべく、導熱体 1の表面が凹凸を有し、または粗面に形



成 されていることが好ま しく （伝導、対流の促進）、 また、導熱体 1 の表面

が黒色等の濃い色を有 していることが好ま しい （放射の促進）。 また、例え

ば、熱電発電装置の設置環境が、稼働状態によって温度変化する機械設備の

表面である場合は、導熱体 1 が機械設備の表面に密着すべ く、当該表面に適

合する形状 を有 していることが好ま しい （伝導の促進）。

[0031 ] 蓄熱体 2 は、水等の液体によって満たされた、防水性 を有する容器か らな

つていてもよ く、 この場合、容器の壁の少な くとも熱電変換ユニ ッ トとの接

触部分は、熱伝導性 を有 している。

容器を満たす液体は、腐敗 しに くく、凍結 しに くいものであれば、 どのよ

うな液体か らなっていてもよ く、例えば、純水、 または純水に不凍液 を混合

したもの、 または純水に防腐剤 を混合 したものを使用することができる。な

お、液体にはゲル状のものも含 まれる。

[0032] 蓄熱体 2 は、固体状の金属 または非金属か らなっていてもよ く、 この場合

、蓄熱体 2 と して、 アル ミニウム塊 またはプラスチ ック塊 またはコンク リ一

卜塊 を用いることが好ま しい。

[0033] 被覆層 4 は、一定の熱抵抗を有 し、熱電変換ユニ ッ ト3 との接触部分を除

く蓄熱体 2 の全体を被覆するものであればよ く、その形成材料や構造に特 に

制限はない。 この実施例では、被覆層 4 は、熱電変換ユニ ッ ト3 との接触部

分を除 く蓄熱体 2 の全体を被覆する公知の適当な断熱材か らなっている。

[0034] ここに、 「一定の熱抵抗」 とは、蓄熱体 2 の熱容量 と、熱電変換ユニ ッ ト

3 の発電効率 （熱電変換ュニ ッ 卜3 か らの熱漏洩および熱電変換ュニ ッ 卜3

による発電に伴 う熱移動）を考慮 しつつ、蓄熱体 2 の温度 を導熱体 1 の最高

温度 と最低温度の中間の温度付近に保つことができる程度の熱抵抗を意味す

る。

装置設計上は、蓄熱体 2 の熱容量 と被覆層 4 の熱抵抗 との積 によって定ま

る熱時定数が、熱電発電装置が配置される環境の温度昇降の繰 り返 し周期 よ

りも十分に長 くなるようにすることによって、 この 「一定の熱抵抗」が達成

される。



また、装置設計上、あるいは構造上、例えば、蓄熱体 2 の全体が被覆層 4

によって完全されず、蓄熱体 2 の一部が外部の環境に接 していても、 「一定

の熱抵抗」が確保されていればよい。

[0035] 次に、本発明による熱電発電装置の発電能力について考察する。

本発明による熱電発電装置を屋外の大気中に配置 した場合を考える。日本

各地の一日の最高気温と最低気温の温度差は、平均すると約 1 0 °Cであるこ

とが知られているので、本発明の熱電発電装置を配置 した環境においても、

—曰の気温差が約 1 0 °Cであるとする。

[0036] なお、この実施例では、北緯 3 0 ~ 4 5 ° に位置 し海洋に囲まれた日本で

の気温を前提とするが、地球上のどの地域においても、昼間は太陽の日射に

よる加熱が生 じる一方、夜間は放射冷却による冷却が生 じ、昼夜の繰 り返 し

が気温変化を生 じさせることに変わりはなく、よって、本発明による熱電発

電装置は、地域によらず機能することは言うまでもない。

[0037] 図 2 は、このような環境中における、本発明の熱電発電装置の導熱体 1 と

蓄熱体 2 の一曰の温度変化の一例を示 したグラフである。図 2 のグラフ中、

縦軸は温度 （°C ) を、横軸は時刻 （時）を表 し、曲線X および曲線 Y はそれ

ぞれ導熱体 1 の温度変化および蓄熱体 2 の温度変化を示 している。

図 2 のグラフからわかるように、熱電発電装置の導熱体 1 の温度は、気温

変化にほぼ追従 して、約 1 0 °Cの温度範囲内で昇降する。

[0038] 一方、蓄熱体 2 の温度は、被覆層 4 が無限大の熱抵抗を有 し、かつ、熱電

変換ュニッ卜3 からの熱漏洩および熱電変換ュニッ卜3 の発電に伴う熱移動

がない、理想的な条件下においては、導熱体 1 の最高温度と最低温度の中間

の温度に安定する。

しか しながら、現実には、被覆層 4 の熱抵抗は有限であるから、被覆層 4

から熱漏洩が生 じ、さらには、熱電変換ユニット3 からの熱漏洩および熱電

変換ユニット3 の発電に伴う熱移動が生 じるので、蓄熱体 2 の温度は、導熱

体 1 の最高温度と最低温度の中間温度付近で変化する。そして、導熱体 1 と

蓄熱体 2 の温度差は、導熱体 1 の最高温度と最低温度の差 （約 1 0 °C ) の半



分の約 5 °C を最大値 と して、 0 °C 〜約 5 °C の範囲内で変動する。

[0039] そこで、被覆層 4 および熱電変換ユニ ッ ト3 か らの熱漏洩、並びに熱電変

換ユニ ッ ト3 の発電に伴 う熱移動を考慮 し、蓄熱体 2 の熱容量を、蓄熱体 2

が約 2 °C の範囲内で温度変化する大 きさに設定すると、蓄熱体 2 の温度は導

熱体 1 の温度変化よりも遅れて変化するので、導熱体 1 の温度変化 と蓄熱体

の温度変化は互いに位相がずれる。

[0040] この場合、被覆層 4 の熱抵抗を介 して熱容量を有する蓄熱体 2 に熱移動が

生 じる際は、時間遅延が生 じるので、温度変化が正弦波形 を示す場合は最大

9 0 ° 、すなわち 1 周期の 1 / 4 だけ位相がずれる。外部環境が高温の時は

、蓄熱体 2 の最高温度は導熱体 1 の最高温度 に近づ くが、 この位相差 により

、導熱体 1 と蓄熱体 2 の温度差 と して、導熱体 1 の最高温度 とその平均温度

との差 に近い値が確保 される。 これは、外部環境が低温の時も同様である。

こう して確保 された温度差 を利用 して熱電発電を行 う点が、本発明の熱電発

電装置の特徴の 1 つである。

[0041 ] 外部環境が屋外大気中の場合、図 2 に示 したように、太陽熱による気温上

昇は急激である一方、熱放射による気温下降は緩やかであるか ら、気温変化

のグラフは正弦曲線 に一致 しないが、約 1 / 4 周期の位相のずれがあ り、温

度差が反転 して変化する∆ T の温度差が生 じる。

[0042] その結果、 1 日の気温の変化を通 じて、実際に発電に使用可能な、導熱体

1 と蓄熱体 2 の温度差約 5 °C を確保することができ、 この温度差 に応 じて、

導熱体 1 の昇温時 と降温時の 2 回にわたって発電が行われ、その積分値が一

周期 （昼夜 1 サイクル）の発電電力量 となる。

[0043] そ して、例えば、蓄熱体 2 を 1 0 0 0 m L の水で満たされた容器か ら構成

した場合には、容器の熱容量を小さいと して無視すると、上記考察に基づき

、蓄熱体 2 の温度変化を 2 °C と して、蓄熱体 2 の熱容量は、水の比熱が 1 c

a l / g であ り、 1 c a l = 4 . 2 J であるか ら、次のようになる。

熱容量 = X 0 0 0 X 2 = 2 0 0 0 ( c a I )

= 8 4 0 0 ( J ) = 8 4 0 0 (W s ) = 2 . 3 3 (W h )



仮に、熱電変換ユニット3 の発電効率が 1 0 %であるとすると、発電で得

られる電力量は 2 3 3 mW h となり、昼夜 2 回の同量の発電が可能であれば

、 日当たり4 6 6 mW h の電力量を得ることができる。

こうして、一定の熱量の熱エネルギーが、一定の発電効率を有する熱電発

電装置の働きによって一定の電力量の電気エネルギーに変換される。

[0044] 1 0 0 0 m L の水は、一辺が 1 0 c mの立方体の容器内に充填可能である

が、使用する水の量を 1 / 1 0 の 1 O O m L として、 2 . 5 ( c m ) X 4 (

c m ) X 0 ( c m ) の直方体容器内に充填 した蓄熱体 2 の場合、前と同 じ

発電効率であれば、 1 日当たり4 6 . 6 mW h の電力量が得 られる。

[0045] この電力量は、通常の小電力型の電子機器 （消費電力が数 W程度）を作

動させるのに十分な大きさである。例えば、 5 0 W の電子機器を 1 日 （2

4 時間）動作させるのに必要な電力量は、 5 0 X 2 4 = 1 ， 0 0 W h =

1 . 2 mW h であり、仮に熱電発電装置の発電効率が 1 0 %の数分の 1 であ

つても十分に供給可能な量である。

[0046] また、蓄熱体 2 を体積 1 O O m L のアルミニウムから構成 した場合には、

蓄熱体 2 の温度変化を2 °C として、蓄熱体 2 の熱容量は、アルミニウムの比

熱が 0 . 2 1 c a l / g で、比重が 2 . 7 であるから、

熱容量= 0 . 2 X . 7 X 0 0 X 2 = 3 . 4 ( c a I )

= 4 7 6 ( J ) = 4 7 6 (W s ) = 0 . 1 3 2 (W h )

そ して、熱電変換ユニット3 の発電効率が 1 0 %であるとすると、発電で

得 られる電力量は 1 3 . 2 mW h となり、昼夜 2 回の同量の発電が可能であ

れば、 1 日当たり2 6 . 4 mW h の電力量 （水の場合の約 0 . 6 2 倍の電力

量）を得ることができる。

この場合、アルミニウムは、水よりも高価であるが、加工等の取扱いが容

易であり、水を使用 した場合と比較 して蓄熱体 2 の構造を簡略化することが

できる。

[0047] こうして、本発明の熱電発電装置においては、温度昇降を繰 り返す環境に

熱的に接触する導熱体 1 と、被覆層 4 の作用によって該環境から熱的影響を



受けにくい蓄熱体 2 と、一端が導熱体 1 に熱的に接触 し、他端が蓄熱体 2 に

熱的に接触する熱電変換ュニッ卜3 とを備え、導熱体 1 の温度を環境の温度

変化に従って昇降させる一方、蓄熱体 2 の温度を導熱体 1 の最高温度と最低

温度の中間付近の温度に保つようにし、導熱体 1 および蓄熱体 2 間に自動的

に生じた温度差に比例 した電圧を熱電変換ユニット3 から取り出すことがで

きる。

[0048] すなわち、本発明によれば、熱電発電装置を温度昇降を繰り返す環境中に

配置するだけで電気エネルギーを取り出すことができ、従来の熱電発電装置

のように、熱電発電装置が配置された環境中の熱電変換ュニッ卜を挟んだ両

側に温度差を生じさせるべく、熱電変換ユニットの一端側を加熱 し、他端側

を冷却する必要がない。

そして、本発明による熱電発電装置をワイヤレスセンサ一やリモ一 トモ二

ター等の電子機器の電源として使用した場合には、商用電源から電子機器へ

の電力供給配線や電池の交換作業が不要な独立電源が得られ、これらの電子

機器を必要な場所に自由に設置することができる。

[0049] なお、図 2 のグラフにおいて、蓄熱体 2 がより小さい熱容量を有するよう

に設計され、あるいは被覆層 4 がより小さい熱抵抗を有するように設計され

た場合、曲線 Y は次第に曲線 X に近づき、それによつて、導熱体 1 と蓄熱体

の温度差は小さくなる一方、蓄熱体 2 がより大きい熱容量を有するように

設計され、あるいは被覆層 4 がより大きい熱抵抗を有するように設計された

場合、曲線 X は、曲線 X の最大値と最小値の中間値付近において、次第にフ

ラッ卜になり、それによつて、導熱体 1 と蓄熱体 2 の温度差は大きくなる。

[0050] また、本発明の熱電発電装置を、導熱体 1 が直射日光や散乱光を受け得る

場所に設置するとともに、導熱体 1 を、日射を受けやすく、 しかも夜間には

放射冷却されやすいような構造とすることによって、導熱体 1 の最高温度お

よび最低温度の差をより大きくすれば、発電電力をさらに増大させることが

できる。

[0051 ] この場合には、導熱体 1 の表面に凹凸が形成されないようにして、空気と



の接触面積 をで きるだけ小さ くすることが好 ま しい。 それによつて、導熱体

1 が 日射 によって空気温度 よ り高温 にな った ときに、空気によって冷却 され

ること、 および、導熱体 1 が放射冷却 によって低温 にな った ときに、空気に

よって暖め られることが防止される。

なお、 この場合、空気の影響 を遮断すべ く、 ガラス等の透明板 を使用 し、

導熱体 1 と透明板 との間を真空 に して断熱 してもよい。透明板 は、太陽光線

や赤外線の透過、反射および吸収の特性 を適切 に考慮 し、適切な材質のもの

を用いることが好 ま しい。

[0052] 図 3 には、本発明の別の実施例 による熱電発電装置 を示 した。なお、図 3

中、図 1 に示 したもの と同 じ構成要素 には同一番号 を付 している。

図 3 A を参照 して、 この実施例では、導熱体 が被覆層 4 の表面の全体

を被覆 している。 この構成 によれば、熱電発電装置全体の体積 はさほど増大

させずに、導熱体 の表面積 をかな り増大させることがで き、 それによつ

て、導熱体 の環境 との熱交換の効率 をよ り高めることがで きる。 さ らに

は、導熱体 を金属等の硬質の材料か ら形成 した場合 には、蓄熱体 2 、熱

電変換ュニ ッ 卜3 および被覆層 4 を導熱体 によって保護することがで き

る。

[0053] また、図 3 B を参照 して、 この実施例では、蓄熱体 2 が、液体 6 で満たさ

れた容器 7 か ら構成 されている。 この場合、容器 7 の内壁面 に、複数の熱交

換用 フィン 8 を互いに間隔をあけて設 ける等の、液体 6 の熱伝導や対流 を促

進する手段 を容器 7 内に設 けることがよ り好 ま しい。

[0054] 図 4 は、本発明による熱電発電装置 を低消費電力の電子機器の電源部 に組

み込んだ場合の構成の 1例 を示 した図である。図 4 を参照 して、本発明の熱

電発電装置 においては、設置環境の温度昇降によって一対の電極 5 に交流が

発生するので、電源部 1 0 は、本発明の熱電変換装置のほかに、熱電発電装

置の熱電変換ュニ ッ 卜3 の一対の電極 5 に接続 された極性 電圧変換回路 1

1 と、極性 電圧変換回路 1 1 の後段 に接続 された リチウムイオ ン電池等の

二次電池 1 2 とを備 えている。



[0055] こうして、本発明の熱電発電装置による発電電力を一旦二次電池 1 2 に蓄

え、二次電池 1 2 から電子機器 1 3 に供給することによって、電子機器 1 3

の動作のために必要とされるときに、安定 して電力を供給することができる

この実施例では、本発明の熱電発電装置は電子機器 1 3 に内蔵され、ある

いは電子機器 1 3 とは独立に設けられるが、電子機器の一部 （例えば筐体）

が、熱電発電装置の導熱体の全体あるいは一部を構成するようにしてもよい

また、電子機器 1 3 を、本発明の熱電発電装置の蓄熱体内に配置すること

もできる。この構成によれば、電子機器 1 3 の温度を、外部環境の最高温度

と最低温度の中間温度付近に保つことができ、それによつて、電子機器 1 3

を温度ス 卜レスから保護 し、安定的に動作させることができる。

[0056] 図 5 は、本発明のさらに別の好ましい実施例による熱電発電装置の主要部

を示す拡大縦断面図である。図 5 の実施例は、被覆層 4 の内部に補助導熱手

段を組み込んだ点が、図 1 の実施例と異なるだけである。よって、図 5 中、

図 1 に示 した構成要素と同 じ構成要素には同一番号を付 して、詳細な説明を

省略する。

[0057] 図 5 を参照 して、この実施例では、被覆層 4 内における導熱体 1 および蓄

熱体 2 間に補助導熱手段 1 4 が組み込まれている。補助導熱手段 1 4 は、被

覆層 4 を貫通 して導熱体 1 および蓄熱体 2 間にのびる開口9 内に取付けられ

、熱的に膨張および収縮すること、または熱的に変形することで、導熱体 1

および蓄熱体 2 に接触 して導熱体 1 と蓄熱体 2 の間で熱移動させる第 1 の位

置と、導熱体 1 および蓄熱体 2 のうちの少なくとも一方から離間 して熱移動

を停止させる第 2 の位置をとる。

そして、補助導熱手段 1 4 は、導熱体 1 の温度が最高温度付近にあるとき

または導熱体 1 の温度が最低温度付近にあるときは第 1 の位置をとる一方、

それ以外のときは第 2 の位置をとるように動作する。

[0058] 図 6 および図 7 は、図 5 における補助導熱手段の取付部の拡大図であり、



補助導熱手段 1 4 を例示 したものである。

図 6 に示 した実施例では、補助導熱手段 1 4 は、バイメタル 1 4 a か らな

つている。バイメタル 1 4 a は、 アーチ状 に形成 され、導熱体 1 側が凸にな

る配置で、下端部が蓄熱体 2 に接触状態で固定されている。そ して、バイメ

タル 9 a は、導熱体 1 が最高温度付近にあるとき （導熱体 1 の高温時）また

は導熱体 1 が最低温度付近にあるとき （導熱体 1 の低温時）に大 きく変形 し

て、 アーチの頂点領域 を導熱体 1 に接触 させ、第 1 の位置をとる （図 6 B 参

照）が、それ以外の期間は、導熱体 1 に接触 しない範囲内で変形 し、第 2 の

位置をとる （図 6 A 参照）。

[0059] 図 7 に示 した実施例では、補助導熱手段 1 4 は、熱収縮材料 1 4 b か らな

つている。熱収縮材料 1 4 b と しては、例えば、熱収縮 ゴムに熱伝導性 を高

める金属粉 を配合 したものが使用できる。熱収縮材料 1 4 b は、上面が蓄熱

体 2 に接触状態で固定されている。そ して、熱収縮材料 1 4 b は、導熱体 1

が最高温度付近にあるとき （導熱体 1 の高温時）に大 きく膨張 して、下面を

蓄熱体 2 に接触 させ、第 1 の位置をとる （図 7 B 参照）が、それ以外のとき

は、蓄熱体 2 に接触 しない範囲で膨張 収縮 し、第 2 の位置をとる （図 7 A

参照）。

[0060] 図 8 は、図 5 に示 した熱電発電装置を屋外の大気中に配置 した場合の、導

熱体 1 と蓄熱体 2 の温度変化の一例 を示す図 2 に類似のグラフであ り、 ダラ

フ中、曲線 X は導熱体 1 の温度変化を示 し、曲線 Y は蓄熱体 2 の温度変化を

示 している。 また、図 8 のグラフ中、 S h は、補助導熱手段 9 が第 1 の位置

をとっている期間を示 している。

[0061 ] 図 8 のグラフか らわかるように、図 5 の実施例 によれば、導熱体 1 の高温

時には、蓄熱体 2 の温度が導熱体 1 の温度付近 まで上昇 し、それによつて、

導熱体 1 および蓄熱体 2 間の、導熱体 1 の最高温度 と最低温度の差 に近い温

度差 ∆ Τ が得 られる。その結果、補助導熱手段 9 を備えていない場合 と比べ

て約 2 倍の温度差 とな り、 この温度差 に比例 して、熱電変換ユニ ッ ト3 の出

力電圧が約 2 倍になる。



[0062] この場合、負荷抵抗が一定であれば、得 られる電力は電圧の 2 乗に比例す

るので、電圧が 2 倍であれば、熱電発電装置によって得 られる電力量は4 倍

となり、蓄熱体の熱容量が同 じであっても、より多くの電力量が得 られるこ

とになる。

[0063] 図 5 に示 した実施例のように導熱体 1 の温度変化 （外部環境の温度変化）

に応 じて、膨張 収縮または変形することによって受動的に熱移動を制御す

る補助導熱手段を配置する代わりに、能動的に熱移動を制御する熱流スィッ

チを配置することもできる。

[0064] 図 9 には、熱流スィッチを備えた熱電発電装置の構成を示 した。図 9 に示

した実施例では、被覆層 4 内における導熱体 1 および蓄熱体 2 間に、導熱体

1 および蓄熱体 2 に接触 して導熱体 1 と蓄熱体 2 の間で熱移動させるO N状

態と、導熱体 1 および蓄熱体 2 のうちの少なくとも一方から離間 して前記熱

移動を停止させる0 F F 状態とをとる熱流スィツチ 1 5 が配置される。

[0065] また、導熱体 1 の温度を検出する第 1 の温度センサ一 1 6 と、蓄熱体 2 の

温度を検出する第 2 の温度センサ一 1 7 が備えられる。第 1 および第 2 の温

度センサ一 1 6 、 7 は、熱流スィッチ 1 5 からできるだけ離れた位置であ

つて、それぞれ、導熱体 1 および蓄熱体 2 の中心または平均温度を示す位置

に配置されることが好ましい。

さらに、熱流スィッチ制御部 1 8 が備えられ、第 1 および第 2 の温度セン

サ一 1 6 、 7 の検出値に基づいて、熱流スィッチ 1 5 のO N状態とO F F

状態を切 り替えるようになつている。

[0066] 熱流スィッチ 1 5 の機能は、基本的に補助導熱手段と同様である。

例えば、蓄熱体 2 の温度を導熱体 1 の高温側にシフ トさせる場合は、熱流

スィッチ制御部 1 8 が、第 1 および第 2 の温度センサ一 1 6 、 7 の検出値

に基づき、導熱体 1 の温度が蓄熱体 2 の温度よりも高く、かつその温度差が

予め設定された値以上であると判定 したとき、熱流スィッチ 1 5 をO N状態

にする一方、導熱体 1 の温度が蓄熱体 2 の温度よりも高いが、その温度差が

予め設定された値以下であると判定 したとき、または、導熱体 1 の温度が蓄



熱体 2 の温度よりも低いと判定 したときは、熱流スィッチ 1 5 をO F F 状態

とする。

なお、熱流スィッチ 1 5 の作動は、熱電発電装置が出力する電力の一部を

用いてなされる。

[0067] もちろん、熱流スィッチ 1 5 によって、蓄熱体 2 の温度を導熱体 1 の低温

側にシフ トさせることもでき、この場合には、熱流スィッチ制御部 1 8 が、

第 1 および第 2 の温度センサ一 1 6 、 7 の検出値に基づき、導熱体 1 の温

度が蓄熱体の温度よりも低 く、かつその温度差が予め設定された温度以上で

あると判定 したときにのみ、熱流スィッチ 1 5 をO N状態にする。

[0068] 図 1 0 および図 1 1 は、図 9 における熱流スィッチの取付部の拡大図であ

り、熱流スィッチを例示 したものである。

図 1 0 に示 した実施例では、熱流スィッチ 1 5 は、 リニアァクチユエ 一 タ

2 9 a と、 リニアァクチユエ一タ2 9 a の操作ロッドの先端に接続された可

動導熱プロック2 9 b とから構成される。そして、熱流スィッチ 1 5 がO F

F 状態にあるときは、図 1 O A に示すように、 リニアァクチユエ 一 タ2 9 a

の操作ロッドは引つ込んだ位置にあって、可動導熱プロック2 9 b は導熱体

1 および蓄熱体 2 から離間 しているが、例えば、熱流スィッチ制御部 1 8 に

よって、導熱体 1 の温度が蓄熱体 2 の温度よりも高くかつその温度差が予め

設定された値以上であると判定されたとき、熱流スィッチ 1 5 はO N状態に

なり、図 1 0 B に示すように、 リニアァクチユエ一タ2 9 a の操作ロッドが

突き出し、可動導熱プロック2 9 b が導熱体 1 および蓄熱体 2 に接触 し、そ

れによって、導熱体 1 から蓄熱体 2 に熱が移動 し、蓄熱体 2 が加熱され、蓄

熱体 2 の温度が導熱体 1 の高温側にシフ 卜する。

[0069] 図 1 1 に示 した実施例では、熱流スィッチ 1 5 は、回転型のァクチユエ 一

タ2 9 c と、このァクチユエ一タ2 9 c によって回転駆動される可動導熱プ

ロック2 9 d とから構成される。そして、熱流スィッチ 1 5 がO F F 状態に

あるときは、図 1 1 A に示すように、可動導熱プロック2 9 d は、導熱体 1

および蓄熱体 2 から離間 した位置にあるが、例えば、熱流スィッチ制御部 1



8 によって、導熱体 1 の温度が蓄熱体 2 の温度 よりも高 くかつその温度差が

予め設定された値以上であると判定されたとき、熱流スィッチ 1 5 は O N状

態にな り、図 1 1 B に示すように、可動導熱 プロック 2 9 d がァクチユエ一

タ 2 9 c によって回転せ しめ られて導熱体 1 および蓄熱体 2 に接触 し、それ

によって、導熱体 1 か ら蓄熱体 2 に熱が移動 し、蓄熱体 2 が加熱され、蓄熱

体 2 の温度が導熱体 1 の高温側 にシフ 卜する。

[0070] 図 1 0 および図 1 1 に示 した実施例 において、熱流スィッチ 1 5 の可動導

熱 プロック 2 9 b 、 2 9 d は、熱伝導性 を向上させるベ く、導熱体 1 および

蓄熱体 2 との接触面が、密着 しゃすい形状 を有 しかつ弾力性 を有 しているこ

とが好ま しく、 また、 この接触面を除 く熱流スィッチ 1 5 の表面が、熱漏洩

を抑制すべ く、断熱材で覆われていることが好ま しい。

[0071 ] 図示は しないが、本発明の別の実施例 によれば、熱電変換ユニ ッ ト3 が熱

流スィッチ 1 5 と しても使用される。すなわち、熱電発電装置か ら出力され

る電力の一部が使用され、熱流スィッチ制御部 1 8 による制御のもと、ゼ一

ベ ック効果による熱電変換ュニ ッ 卜に適当な電圧が適用される。それによつ

て、熱電変換ュニ ッ 卜に、ペルチェ効果による発熱 （加熱）および吸熱 （冷

却）作用を生 じさせ、熱流スィッチと同等の機能を生 じさせることができる

[0072] この場合、熱流スィッチ 1 5 の O N状態は、熱電変換ユニ ッ ト3 を、ペル

チェ効果によって、導熱体 1 および蓄熱体 2 のうちの温度の高い方か ら低い

方に熱移動が生 じるように動作させることによって、逆に、 O F F 状態は、

ペルチェ効果によって、温度の低いほうか ら高い方に熱移動を生 じるように

動作させることによって実現 される。

[0073] また、図示は しないが、本発明のさらに別の実施例 によれば、熱流スイツ

チ 1 5 は、導熱体 1 と熱電変換ユニ ッ ト3 の一端 3 a との間、 または蓄熱体

2 と熱電変換ュニ ッ 卜3 の他端 3 b との間に配置され、 O N状態をとるとき

、熱電変換ユニ ッ ト3 を介 して導熱体 1 に接触 し、 または熱電変換ユニ ッ ト

3 を介 して蓄熱体 2 に接触する。



[0074] また、図示はしないが、本発明のさらに別の好ましい実施例によれば、一

定の大きさの熱時定数を確保できる場合には、蓄熱体における熱電変換ュニ

ッ卜との接触部分を除く表面の全体が鏡面仕上げされ、蓄熱体の鏡面仕上げ

された表面が被覆層を形成する。この場合、蓄熱体表面の鏡面仕上げは、表

面を研磨することによって、あるいは表面を金属メツキすることによってな

される。

[0075] 図 1 2 は、本発明のさらに別の実施例による熱電発電装置の縦断面図であ

る。図 1 2 に示 した実施例では、熱電発電装置は、 1 つの導熱体 1 と、第 1

および第 2 の蓄熱体 2 a 、 2 b と、第 1 および第 2 の蓄熱体 2 a 、 2 b 間に

配置され、一端 3 a が第 1 の蓄熱体 2 a に接触 し、他端 3 b が第 2 の蓄熱体

2 b に熱的に接触する熱電変換ュニッ卜3 を備えている。

[0076] 熱電発電装置は、また、導熱体 1 および第 1 の蓄熱体 2 a 間に配置され、

導熱体 1 および第 1 の蓄熱体 2 a に接触 して導熱体 1 と第 1 の蓄熱体 2 a の

間で熱移動させるO N状態と、導熱体 1 および第 1 の蓄熱体 2 a のうちの少

なくとも一方から離間して当該熱移動を停止させる0 F F状態とをとる第 1

の熱流スィツチ 1 5 a と、導熱体 1 および第 2 の蓄熱体 2 b 間に配置され、

導熱体 1 および第 2 の蓄熱体 2 b に接触 して導熱体 1 と第 2 の蓄熱体 2 b の

間で熱移動させるO N状態と、導熱体 1 および第 2 の蓄熱体 2 b のうちの少

なくとも一方から離間して当該熱移動を停止させる0 F F状態とをとる第 2

の熱流スィッチ 1 5 b を備えている。

[0077] そ して、第 1 の熱流スィツチ 1 5 a との接触部分および熱電変換ュニッ卜

3 との接触部分を除く第 1 の蓄熱体 2 a の全体と、第 2 の熱流スィッチ 1 5

b との接触部分および熱電変換ュニッ卜3 との接触部分を除く第 2 の蓄熱体

2 b の全体が、一定の熱抵抗を有する被覆層4 によって被覆されている。

[0078] 熱電発電装置は、さらに、導熱体 1 の温度を検出する第 1 の温度センサ一

1 9 と、第 1 の蓄熱体 2 a の温度を検出する第 2 の温度センサ一 2 0 と、第

2 の蓄熱体 2 b の温度を検出する第 3 の温度センサ一 2 1 と、第 1 〜第 3 の

温度センサ一 1 9 ~ 2 1 の検出値に基づいて、第 1 および第 2 の熱流スイツ



チ 1 5 a 、 5 b の 0 N状態 と0 F F 状態を切 り替える熱流スィッチ制御部

2 2 を備えている。

[0079] この実施例 においては、導熱体 1 が最高温度付近にあるとき、第 1 の熱流

スィッチ 1 5 a が 0 N状態になる一方、第 2 の熱流スィッチ 1 5 b は O F F

状態 とな り、それによつて、導熱体 1 および第 1 の蓄熱体 2 a 間で熱移動が

生 じて、第 1 の蓄熱体 2 a の温度が当該最高温度付近に保たれ、導熱体 1 が

最低温度付近にあるときは、第 1 の熱流スィツチ 1 5 a が 0 F F 状態になる

—方、第 2 の熱流スィッチ 1 5 b は O N状態 とな り、導熱体 1 および第 2 の

蓄熱体 2 b 間で熱移動が生 じて、第 2 の蓄熱体 2 b の温度が当該最低温度付

近に保たれるようになつている。そ して、第 1 および第 2 の蓄熱体 2 a 、 2

b 間に生 じた温度差 を利用 して、熱電変換ュニ ッ 卜3 によって電気工ネルギ

—が取 り出される。

[0080] こう して、 2 4 時間 （温度変化の全周期）にわた り最高温度 と最低温度の

差 に近い温度差 を維持 しつつ、当該温度差 を利用 して安定 して大 きな発電電

力を得 ることができる。 この場合には、 2 つの蓄熱体 2 a 、 2 b に蓄え られ

た熱エネルギーによって連続 した発電が可能であ り、単一の蓄熱体を備えた

熱電発電装置においては連続的でかつ安定 した電力供給 を行 うのに必要であ

つた二次電池を省略できる。

[0081 ] 図 1 3 は、図 1 2 に示 した熱電発電装置を屋外の大気中に配置 した場合の

、導熱体 1 と第 1 および第 2 の蓄熱体 2 a 、 2 b の温度変化の一例 を示す図

2 に類似のグラフである。図 1 3 のグラフ中、縦軸は温度 （°C ) を、横軸は

時刻 （時）を表 し、曲線 X 、曲線 Y および曲線 Z は、それぞれ、導熱体 1、

第 1 の蓄熱体 2 a および第 2 の蓄熱体 2 b の温度変化を示 している。 また、

図 1 3 のグラフ中、 S h は、第 1 の熱流スィツチ 1 5 a が 0 N状態にあ り、

かつ第 2 の熱流スィッチ 1 5 b が 0 F F 状態にある期間を示 し、 S ί は、第

の熱流スィツチ 1 5 a が 0 F F 状態にあ り、かつ第 2 の熱流スィツチ 1 5

b が 0 N状態にある期間を示 している。

[0082] 図 1 3 のグラフか らわかるように、熱電発電装置の導熱体 1 の温度は、気



温変化にほぼ追従 して、約 1 o °cの温度範囲内で昇降する。

—方、被覆層 4 の熱抵抗が無限大で、かつ、熱電変換ユニット3 からの熱

漏洩および熱電変換ュニッ卜3 の発電に伴う熱移動がない、理想的な条件下

では、第 1 の蓄熱体 2 a の温度は、導熱体 1 の最高温度付近に保たれ、第 2

の蓄熱体 2 b の温度は、導熱体 1 の最低温度付近に保たれる。

[0083] しか しながら、現実には、被覆層 4 の熱抵抗は有限であるから、被覆層 4

から熱漏洩が生 じ、さらには、熱電変換ユニット3 からの熱漏洩および熱電

変換ュニッ卜3 の発電に伴う熱移動が生 じるので、第 1 の蓄熱体 2 a の温度

Y は、導熱体 1 の最高温度よりも低い温度範囲で変化 し、第 2 の蓄熱体 2 b

の温度 Z は、導熱体 1 の最低温度よりも高い温度範囲で変化する。その結果

、第 1 の蓄熱体 2 a と第 2 の蓄熱体 2 b との温度差 ∆ Τ は、導熱体 1 の最高

温度と最低温度の差 （約 1 0 °C ) よりも小さい温度範囲で変動する。

[0084] そこで、被覆層 4 および熱電変換ユニット3 からの熱漏洩、並びに熱電変

換ュニッ卜3 の発電に伴う熱移動を考慮 し、第 1 および第 2 の蓄熱体 2 a 、

2 b の熱容量を、第 1 および第 2 の蓄熱体 2 a 、 2 b が約 2 °Cの範囲内で温

度変化 し得る大きさに設定すると、 1 曰の気温変化を通 じて実際に発電に使

用可能な、第 1 および第 2 の蓄熱体 2 a 、 2 b 間の温度差 ∆ Τ として約 8 °C

を連続 して確保することができ、この温度差 ∆ Τ で発電が行われ、その 2 4

時間の積分値が一周期 （昼夜 1サイクル）の発電電力量となる。

[0085] 間欠的に発電が行われ、時間とともに発電電圧が変化する単一の蓄熱体を

備えた熱電発電装置と比べて、 2 つの蓄熱体を備えた熱電発電装置は、約 2

倍の発電電圧を2 4 時間継続的に生 じさせることから、約 2 0 倍を超える発

電電力を発生させることができる。

[0086] 図 1 2 に示 した熱電発電装置においては、製造直後や、一定温度下に長期

間保管されていた場合には、第 1 および第 2 の蓄熱体 2 a 、 2 b 間に温度差

がなく、熱電発電装置は停止 しており、この停止 した熱電発電装置の起動法

が問題になる。

[0087] かかる場合の起動法の 1 つとして、第 1 の熱流スィツチ 1 5 a として、初



期状態または制御されない状態では常に0 N状態にある形式のもの （電気回

路における b 接点）を使用 し、第 2 の熱流スィッチ 1 5 b として、初期状態

または制御されない状態では常に0 F F 状態にある形式のもの （電気回路に

おける a 接点）を使用する方法が挙げられる。

この方法によれば、熱電発電装置が温度変化する環境中に設置された時点

から、第 1 の蓄熱体 2 a の温度が導熱体 1 の温度変化に追従する一方、第 2

の蓄熱体 2 b の温度は当初の温度付近にとどまる。そして、環境の温度が最

高温度に近づくにつれて、第 1 および第 2 の蓄熱体 2 a 、 2 b 間に一定の温

度差が生 じ、それによつて、熱電変換ユニット3 が電圧を発生 し、この電圧

が熱流スィツチ制御部 2 2 に供給され、熱流スィツチ制御部 2 2 が動作を開

始する。

[0088] 熱流スィッチ制御部 2 は、導熱体 1 の温度が最高温度付近にあるとき、

または第 1 の蓄熱体 2 a の温度よりも高いときは、第 1 の熱流スィッチ 1 5

a をO N状態に制御 し、導熱体 1 の温度が最低温度付近にあるとき、または

第 2 の蓄熱体 2 b の温度よりも低いときは、第 2 の熱流スィッチ 1 5 1 を0

N状態に制御する。その結果、第 1 の蓄熱体 2 a の温度は導熱体 1 の最高温

度に近づく一方、第 2 の蓄熱体 2 b の温度は導熱体 1 の最低温度に近づき、

熱電発電装置が自動的に動作を開始する （起動する）。

[0089] 別の起動法として、導熱体 1 と第 1 または第 2 の蓄熱体 2 a 、 2 b との間

に第 3 の熱電変換ユニットを配置 し、第 1 および第 2 の熱流スィッチ 1 5 a

、 1 5 b は、初期状態または制御されない状態で0 F F 状態にある形式のも

の （電気回路における a 接点）を使用する方法が挙げられる。

この方法によれば、熱電発電装置が温度変化する環境中に配置された時点

から、導熱体 1 の温度は環境の温度変化に追従する一方、第 1 および第 2 の

蓄熱体 2 a 、 2 b は、当初の温度付近にとどまる。こうして、時間の経過に

つれて、導熱体 1 と第 1 および第 2 の蓄熱体 2 a 、 2 b との間の温度差が次

第に大きくなる。そして、一定の温度差になると、第 3 の熱電変換ユニット

が電圧を発生 し、この電圧が熱流スィッチ制御部 2 2 に供給され、熱流スィ



ツチ制御部 2 2 が動作を開始する。その後は、上述の第 1 の起動法の場合 と

同様の動作過程 を経て、熱電発電装置が起動する。

[0090] 本発明のさらに別の実施例 によれば、図 1 2 に示 した構成 において、 さら

に、第 1 の熱流スィツチ 1 5 a および第 1 の蓄熱体 2 a 間に配置され、一端

が第 1 の熱流スィツチ 1 5 a に接触する一方、他端が第 1 の蓄熱体 2 a に接

触する第 1 のペルチェ素子 と、第 2 の熱流スィッチ 1 5 b および第 2 の蓄熱

体 2 b 間に配置され、一端が第 2 の熱流スィツチ 1 5 b に接触する一方、他

端が第 2 の蓄熱体 2 b に接触する第 2 のペルチヱ素子が備え られる。

[0091 ] この実施例 によれば、第 1 の熱流スィッチ 1 5 a が 0 N状態にあるとき、

第 1 のペルチェ素子が、一端 において吸熱 して、他端 において発熱 し、第 2

の熱流スィッチ 1 5 b が 0 N状態にあるとき、第 2 のペルチェ素子が、一端

において発熱 して、他端 において吸熱する。それによつて、導熱体 1 の最高

温度付近の温度 を有する第 1 の蓄熱体 2 a を加熱 してその温度 をより上昇さ

せ、導熱体 1 の最低温度付近の温度 を有する第 2 の蓄熱体 2 b を冷却 してそ

の温度 をより下降させて、 より大 きな温度差 ∆ Τ を生 じさせることができる

[0092] 上述の実施例では、熱電変換ユニ ッ トと してゼ一ベ ック効果を用いた熱電

変換モジュ一ルが使用されているが、 この種の熱電変換モジュ一ルの発電効

率は数％~ 十数％にとどまる。そのため、上述の実施例では、熱電変換モジ

ユールの発電効率 を約 1 0 % と仮定 した。 これに対 し、ス ピンゼ一ベ ック効

果を用いた熱電変換モジュ一ルでは、大 きな熱抵抗をもつ磁性絶縁体が使用

されるので、熱漏洩が少な く、発電効率の各段の向上が期待 される。

ゼ一ベ ック効果を用いた熱電変換モジュールによれば、 1 mW h 〜数十W

h の発電能力をもつ熱電発電装置が実現可能であるが、ス ピンゼ一べ ック効

果を用いた熱電変換モジュールによれば、数十 mW h 未満か ら数百W h 超の

発電能力をもつ熱電発電装置が実現可能である。

[0093] 図 1 4 は、本発明のさらに別の実施例 による熱電発電装置を示 した斜視図

である。 この実施例は、図 1 に示 した熱電発電装置を市販の乾電池の形態 と



している。なお、明瞭にするため、図 1 4 中、熱電発電装置の導熱体および

蓄熱体以外の構成要素は省略 してある。

図 1 4 において、 2 3 は導熱体であり、 2 4 は蓄熱体である。電池の+ 電

極 2 5 および—電極 2 6 は、熱電変換ュニッ卜の一対の電極 （図 1参照）で

あってもよいし、熱電発電装置が二次電池を備えている場合には、二次電池

の出力端子であってもよい （図4 参照）。—電極 2 6 は、導熱体 1 の一部と

して構成されていてもよい。+ 電極 2 5 は、絶縁部分 2 7 によって導熱体 2

3 から電気的に絶縁されている。

[0094] 図 1 5 は、本発明のさらに別の実施例による熱電発電装置の縦断面図であ

る。図 1 5 を参照 して、この実施例では、熱電発電装置は、図 1 に示 した実

施例の構成に加えて、第 1 の追加の蓄熱体 3 0 と、第 2 の追加の蓄熱体 3 1

と、第 1 および第 2 の追加の蓄熱体 3 0 、 3 間に配置され、一端 3 2 a が

第 1 の追加の蓄熱体 3 0 に接触 し、他端 3 2 b が第 2 の追加の蓄熱体 3 に

接触する追加の熱電変換ュニッ卜3 2 と、第 1 および第 2 の追加の蓄熱体 3

0 、 3 1 間に配置され、一端 3 3 a が第 1 の追加の蓄熱体 3 0 に接触 し、他

端 3 3 b が第 2 の追加の蓄熱体 3 に接触する追加のペルチェ素子 3 3 と、

一定の熱抵抗を有 し、追加の熱電変換ュニッ卜3 2 との接触部分および追加

のペルチヱ素子 3 3 との接触部分を除く第 1 および第 2 の追加の蓄熱体 3 0

、 3 1 の全体を被覆する追加の被覆層 4 ' とを備えている。

[0095] この場合、第 1 および第 2 の追加の蓄熱体 3 0 、 3 1、追加の熱電変換ュ

ニット3 2 、追加のペルチェ素子 3 3 、および追加の被覆層 4 ' は、図 1 5

に示すように、熱電発電装置の残りの部分と一体に形成されてもよいし、熱

電発電装置の残りの部分とは独立な部分として形成されてもよい。後者の場

合には、 2 つの部分が互いに電線で接続される。

[0096] そ して、追加の熱電変換ュニッ卜3 2 以外の熱電変換ュニッ卜3 が出力す

る電気エネルギーを、例えば極性 電圧変換回路 2 8 を介 して、追加のペル

チェ素子 3 3 に適用 し、追加のペルチェ素子 3 3 によって第 1 および第 2 の

追加の蓄熱体 3 0 、 3 1 の一方を加熱 し、他方を冷却する。こうして、第 1



および第 2 の追加の蓄熱体 3 0 、 3 1 間に温度差 を生 じさせ、 この温度差 を

利用 して、追加の熱電変換ュニ ッ 卜3 2 か ら電気エネルギーを取 り出す。

[0097] この実施例 によれば、蓄熱体 2 の温度が環境の温度変化の範囲内で しか変

化 しないのに対 し、第 1 および第 2 の追加の蓄熱体 3 0 、 3 の温度変化の

範囲は無制限 となるので、第 1 および第 2 の蓄熱体 3 0 、 3 間によ り大 き

な温度差 を生 じさせてよ り多 くの熱エネルギーを蓄え、追加の熱電変換ュニ

ッ 卜3 2 か ら大 きな電気エネルギーを取 り出す ことがで きる。

[0098] この実施例 において、熱電発電装置か ら電気の供給 を受ける電子機器の動

作が間欠的であ り、 それに対応 して、熱電発電装置 による電気の出力が間欠

的でもよい場合 には、追加のペルチェ素子 3 3 を省略することがで きる。

この場合、熱電発電装置か ら電気を出力するときは、ゼ一ベ ック素子か ら

なる追加の熱電変換ュニ ッ 卜3 2 がゼ一ベ ック素子 と して機能 し、電気エネ

ルギ一が取 り出される。一方、熱電発電装置か ら電気を出力 しないときは、

追加の熱電変換ュニ ッ 卜3 2 以外の熱電変換ュニ ッ 卜3 か ら出力される電気

エネルギーが、例 えば極性 電圧変換回路 2 8 を介 して、追加の熱電変換ュ

ニ ッ 卜3 2 に適用され、追加の熱電変換ュニ ッ 卜3 2 がペルチェ素子 と して

機能 し、蓄熱が行われる。

[0099] 図 1 7 は、本発明のさ らに別の実施例 による熱電発電装置の縦断面図であ

る。図 1 7 か ら容易にわかるように、 この実施例 は、図 1 5 に示 した実施例

において、ペルチェ素子 3 3 を取 り除 き、 その代わ りに、 ヒータ一 4 0 を、

第 1 の追加の蓄熱体 3 0 に接触 して配置 したものである。

そ して、追加の熱電変換ュニ ッ 卜3 2 以外の熱電変換ュニ ッ 卜3 が出力す

る電気エネルギーを、例 えば極性 電圧変換回路 2 8 を介 して ヒータ一 4 0

に適用 し、 ヒータ一 4 0 によって第 1 の追加の蓄熱体 3 0 を加熱する。 それ

によって、第 1 の追加の蓄熱体 3 0 は、追加の被覆層 4 ' を介 して、熱電発

電装置の残 りの部分および環境の温度変化範囲の中間付近の温度 よ りも高い

温度 となる一方、第 2 の追加の蓄熱体 3 1 は、追加の被覆層 4 ' を介 して、

環境 および熱電発電装置の残 りの部分の温度変化範囲の中間付近の温度 に安



定する。 こう して、第 1 および第 2 の追加の蓄熱体 3 0 、 3 1 間に温度差 を

生 じさせ、 この温度差 を利用 して、追加の熱電変換ユニ ッ ト3 2 か ら電気工

ネルギ一を取 り出す。

[01 00] 図 1 6 は、本発明のさ らに別の実施例 による熱電発電装置の縦断面図であ

る。図 1 6 を参照 して、 この実施例では、熱電発電装置は、図 1 2 に示 した

実施例の構成 に加えて （明瞭のために、図 1 6 中、図 1 2 の第 1 〜第 3 の温

度セ ンサ一および熱流スィ ッチ制御部 は省略 してある。）、第 1 の追加の蓄

熱体 3 6 と、第 2 の追加の蓄熱体 3 7 と、第 1 および第 2 の追加の蓄熱体 3

6 、 3 7 間に配置 され、一端 3 8 a が第 1 の追加の蓄熱体 3 6 に接触 し、他

端 3 8 b が第 2 の追加の蓄熱体 3 7 に接触する追加の熱電変換ュニ ッ 卜3 8

と、第 1 および第 2 の追加の蓄熱体 3 6 、 3 7 間に配置 され、一端 3 9 a が

第 1 の追加の蓄熱体 3 6 に接角虫し、他端 3 9 b が第 2 の追加の蓄熱体 3 7 に

接触する追加のペルチェ素子 3 9 とを備 えている。 この場合、第 2 の追加の

蓄熱体 3 7 は、熱電発電装置が設置 される構造物か らな っている。

[01 0 1 ] 熱電発電装置は、 さ らに、一定の熱抵抗 を有 し、追加の熱電変換ユニ ッ ト

3 8 との接触部分および追加のペルチェ素子 3 9 との接触部分 を除 く第 1 の

追加の蓄熱体 3 6 の全体 を被覆する追加の被覆層 4 ' を備 えている。 この場

合、追加の熱電変換ュニ ッ 卜3 8 の他端 3 8 b および追加のペルチェ素子 3

9 の他端 3 9 b を保護するために、必要 に応 じて、追加の熱電変換ユニ ッ ト

3 8 および追加のペルチェ素子 3 9 と、第 2 の追加の蓄熱体 3 7 との間に追

加の導熱体が配置 される。

[01 02] そ して、追加の熱電変換ユニ ッ ト3 8 を除 く熱電変換ユニ ッ ト3 が出力す

る電気エネルギーを、例 えば極性 電圧変換回路 3 4 を介 して、追加のペル

チェ素子 3 9 に適用 し、追加のペルチェ素子 3 9 によって第 1 および第 2 の

追加の蓄熱体 3 6 、 3 7 の一方 を加熱 し、他方 を冷却 し、第 1 および第 2 の

追加の蓄熱体 3 6 、 3 7 間に温度差 を生 じさせ、 この温度差 を利用 して、追

加の熱電変換ュニ ッ 卜3 8 か ら電気エネルギーを取 り出す。

この実施例 によっても、図 1 5 の実施例 と同様の効果が得 られる。



[01 03] 図 1 6 に示 した実施例 において、熱電発電装置か ら電気の供給 を受ける電

子機器の動作が間欠的であ り、 それに対応 して、熱電発電装置 による電気の

出力が間欠的でもよい場合 には、追加のペルチェ素子 3 9 を省略することが

で きる。

この場合、熱電発電装置か ら電気を出力するときは、ゼ一ベ ック素子か ら

なる追加の熱電変換ュニ ッ 卜3 8 がゼ一ベ ック素子 と して機能 し、電気エネ

ルギ一が取 り出される。一方、熱電発電装置か ら電気を出力 しないときは、

追加の熱電変換ュニ ッ 卜3 8 以外の熱電変換ュニ ッ 卜3 か ら出力される電気

エネルギーが、例 えば極性 電圧変換回路 3 4 を介 して、追加の熱電変換ュ

ニ ッ 卜3 8 に適用され、追加の熱電変換ュニ ッ 卜3 8 がペルチェ素子 と して

機能 し、蓄熱が行われる。

[01 04] 図 1 8 は、本発明のさ らに別の実施例 による熱電発電装置の縦断面図であ

る。図 1 8 か ら容易にわかるように、 この実施例 は、図 1 6 に示 した実施例

において、ペルチェ素子 3 9 を取 り除 き、 その代わ りに、 ヒータ一 4 1 を、

第 1 の追加の蓄熱体 3 6 に接触 して配置 したものである。

そ して、追加の熱電変換ュニ ッ 卜3 8 以外の熱電変換ュニ ッ 卜3 が出力す

る電気エネルギーを、例 えば極性 電圧変換回路 3 4 を介 して ヒータ一 4

に適用 し、 ヒータ一 4 1 によって第 1 の追加の蓄熱体 3 6 を加熱する。 それ

によって、第 1 の追加の蓄熱体 3 6 は、追加の被覆層 4 ' を介 して、熱電発

電装置の残 りの部分および環境の温度変化範囲の中間付近の温度 よ りも高い

温度 となる一方、第 2 の追加の蓄熱体 3 7 は、熱電発電装置が設置 される構

造物であ って、大 きな熱容量 を有するか ら、環境の温度変化範囲の中間付近

の温度 に安定する。 こう して、第 1 および第 2 の追加の蓄熱体 3 6 、 3 7 間

に温度差 を生 じさせ、 この温度差 を利用 して、追加の熱電変換ユニ ッ ト3 8

か ら電気エネルギーを取 り出す。

[01 05] 本発明のさ らに別の好 ま しい実施例 によれば、蓄熱体の うちの少な くとも

1 つが潜熱蓄熱材か ら形成 される。潜熱蓄熱材 を使用することで、 よ りコン

パ ク 卜に大量の熱 を吸収 しまたは放 出することがで き、 それによつて、 よ り



コンパ ク 卜でかつよ り発電量の大 きな熱電発電装置 を実現することがで きる

[ 0 106] 近年、携帯 される電子機器や移動する自動車 に対 し、電源 コー ドを使用せ

ずに電力を供給 し、 また非接触で充電するために、無線で電力伝送 を行 うヮ

ィャ レス給電技術が実用化 されている。 ワイヤ レス給電技術 と しては、電磁

誘導方式、磁気共鳴方式、電界結合方式、電波受信方式等が知 られてお り、

数 m m 〜数 m の距離 を無線で電力を供給で きる。

そ して、 このワイヤ レス給電システムの送電側機能 を本発明の熱電発電装

置 に付加する一方、熱電発電装置 を一体化することに難があ り、 よ り小型、

軽量化が求め られる携帯端末 またはセ ンサ一ネ ッ トワーク端末等 に受電側機

能 を付加することによって、電力供給 を行 うことがで きる。 この場合、送電

側機能 を備 えた 1 つの熱電発電装置か ら、受電側機能 を備 えた複数の端末 に

対 し、同時 または順次 に給電することもで きる。

[ 0 107] 本発明の熱電発電装置は、電子機器の通常の電源 に適用で きるだけでな く

、他の用途 にも適用可能である。例 えば、本発明による熱電発電装置 を人工

衛星 に取 り付 け、熱電発電装置の導熱体 を人工衛星の筐体表面 に配置 し、被

覆層 によって被覆 された蓄熱体 を筐体内部 に配置すれば、人工衛星の自転運

動 に伴 って、導熱体は周期的に太陽に晒された り、太陽の陰に入 った りする

。 そ して、蓄熱体の熱時定数 を人工衛星の自転周期 よ りも長 く設定すること

で、蓄熱体の温度 は、導熱体の最高温度 と最低温度の中間温度付近 に保たれ

、 それによつて発電を安定的に行 うことがで きる。

[ 0 108] また、本発明の熱電発電装置 を、機械設備の故障時に高温 になる部分 に設

置 し、機械設備の常動作時は待機状態 と しておき、機械設備の故障時にのみ

発電を行い、故障検知セ ンサーに電力を供給 して、故障検知セ ンサーを動作

させることもで きる。 この構成 においては、熱電発電装置の発電電力を蓄え

てお く必要がな く、 そのため、二次電池は不要 となる。

また、本発明の熱電発電装置 を体温計の電源 と して使用 し、長時間にわた

り室温で保管 しておき、必要時に、導熱体 を身体 に接触 させることで発電 し



、体温計 を動作 させることもで きる。 この構成 においても、二次電池は不要

となる。

符号の説明

1 導熱体

蓄熱体

3 熱電変換ュニ ッ 卜

a 1 而

3 b 他!/而

4 被覆層

4 ' 追加の被覆層

4 a 開 口

5 電極

6 液体状の蓄熱体

容器

8 熱交換用 フィン

9 開 口

0 電源

極性 電圧変換回路

1 二次電池

3 電子機器

4 補助導熱手段

4 a バ イメタル

4 b 熱収縮性材料

5 熱流スィツチ

a 第 1 の熱流スィ ツチ

1 5 b 第 2 の熱流スィ ツチ

1 6 第 1 の温度セ ンサ一

7 第 2 の温度セ ンサ一



熱流スィ ツチ制御部

第 1 の温度セ ンサ一

第 2 の温度セ ンサ一

第 3 の温度セ ンサ一

熱流スィ ツチ制御部

導熱体

蓄熱体

+ 電極

—電極

絶縁部分

極性 電圧変換回路

a リニアァクチユエ

b 可動導熱 プロック

c 回転型 ァクチユエ

d 可動導熱 プロック

第 1 の追加の蓄熱体

第 2 の追加の蓄熱体

追加の熱電変換ュニ

a 1 而

b 他き

追加のペルチェ素子

a 1 而

b 他 而

極性 電圧変換回路

第 1 の追加の蓄熱体

第 2 の追加の蓄熱体

追加の熱電変換ュニ

a —m



b 他端

追加のペルチェ素子

a —m

b 他端

4 ヒータ一



請求の範囲

[ 請求項 1] 温度昇降を繰 り返す環境 中に配置 され、前記環境の温度変化 を利用

して発電を行 う熱電発電装置であ って、

前記環境 に接触 し、前記環境の温度変化 に応 じて前記環境 と熱交換

し得 る 1 つの導熱体 と、

少な くとも 1 つの蓄熱体 と、

一定の熱抵抗 を有 し、前記蓄熱体 を被覆する被覆層 と、

前記導熱体および前記蓄熱体間、 または前記蓄熱体間、 またはそれ

らの両方 に配置 された少な くとも 1 つの熱電変換ュニ ッ 卜と、 を備 え

、前記熱電変換ュニ ッ 卜の一端側 と他端側 との間に生 じる温度差 を利

用 して、前記熱電変換ュニ ッ 卜か ら電気エネルギーを取 り出すもので

あることを特徴 とする熱電発電装置。

[ 請求項 2 ] 1 つの前記蓄熱体 と、前記導熱体および前記蓄熱体間に配置 された

つの前記熱電変換ュニ ッ 卜と、 を備 え、前記熱電変換ュニ ッ 卜の一

端が前記導熱体 に接触する一方、他端が前記蓄熱体 に接触 し、前記被

覆層は前記熱電変換ュニ ッ 卜との接触部分 を除 く前記蓄熱体の全体 を

被覆 してお り、前記蓄熱体が前記導熱体の最高温度 と最低温度の中間

付近の温度 に保たれ、 それによつて、前記導熱体 と前記蓄熱体 との間

に生 じる温度差 を利用 して、前記熱電変換ュニ ッ 卜か ら電気工ネルギ

—を取 り出すものであることを特徴 とする請求項 1 に記載の熱電発電

装置。

[ 請求項 3 ] 前記被覆層内における前記導熱体および前記蓄熱体間に配置 され、

熱的に膨張および収縮すること、 または熱的に変形することで、前記

導熱体および前記蓄熱体 に接触 して前記導熱体 と前記蓄熱体の間で熱

移動 させる第 1 の位置 と、前記導熱体および前記蓄熱体の うちの少な

くとも一方か ら離間 して前記熱移動 を停止させる第 2 の位置 とをとる

補助導熱手段 を備 え、前記補助導熱手段 は、前記導熱体の温度が前記

最高温度付近 にあるとき、 または前記導熱体の温度が前記最低温度付



近 にあるときに前記第 1 の位置 をとることを特徴 とする請求項 2 に記

載の熱電発電装置。

[ 請求項4] 前記被覆層内における前記導熱体および前記蓄熱体間に配置 され、

前記導熱体および前記蓄熱体 に接触 して前記導熱体 と前記蓄熱体の間

で熱移動 させる 0 N 状態 と、前記導熱体および前記蓄熱体の うちの少

な くとも一方か ら離間 して前記熱移動 を停止させる 0 F F 状態 とをと

る熱流スィ ツチ と、

前記導熱体の温度 を検 出する第 1 の温度セ ンサ一 と、

前記蓄熱体の温度 を検 出する第 2 の温度セ ンサ一 と、

前記第 1 および第 2 の温度セ ンサ一の検 出値 に基づいて、前記熱流

スィ ツチの O N 状態 と0 F F 状態 を切 り替える熱流スィ ツチ制御部 と

、 を備 えていることを特徴 とする請求項 2 または請求項 3 に記載の熱

電発電装置。

[ 請求項 5] 前記熱流スィ ッチは、前記導熱体 と前記熱電変換ユニ ッ トの前記一

端 との間、 または前記蓄熱体 と前記熱電変換ュニ ッ 卜の前記他端 との

間に配置 され、前記 O N 状態 をとるとき、前記熱電変換ユニ ッ トを介

して前記導熱体 と前記蓄熱体の間で熱移動 させることを特徴 とする請

求項 4 に記載の熱電発電装置。

[ 請求項 6] 第 1 および第 2 の前記蓄熱体 と、

前記第 1 および第 2 の蓄熱体間に配置 され、一端が前記第 1 の蓄熱

体 に接触 し、他端が前記第 2 の蓄熱体 に接触する 1 つの前記熱電変換

ュニ ッ 卜と、

前記導熱体および前記第 1 の蓄熱体間に配置 され、前記導熱体およ

び前記第 1 の蓄熱体 に接触 して前記導熱体 と前記第 1 の蓄熱体の間で

熱移動 させるO N 状態 と、前記導熱体および前記第 1 の蓄熱体の うち

の少な くとも一方か ら離間 して当該熱移動 を停止させる 0 F F 状態 と

をとる第 1 の熱流スィ ツチ と、

前記導熱体および前記第 2 の蓄熱体間に配置 され、前記導熱体およ



び前記第 2 の蓄熱体 に接触 して前記導熱体 と前記第 2 の蓄熱体の間で

熱移動 させる 0 N 状態 と、前記導熱体および前記第 2 の蓄熱体の うち

の少な くとも一方か ら離間 して当該熱移動 を停止させる 0 F F 状態 と

をとる第 2 の熱流スィ ッチ と、 を備 え、前記被覆層は、前記第 1 の熱

流スィ ツチ との接触部分および前記熱電変換ュニ ッ 卜との接触部分 を

除 く前記第 1 の蓄熱体の全体 と、前記第 2 の熱流スィ ッチ との接触部

分および前記熱電変換ュニ ッ 卜との接触部分 を除 く前記第 2 の蓄熱体

の全体 を被覆 してお り、 さ らに、

前記導熱体の温度 を検 出する第 1 の温度セ ンサ一 と、

前記第 1 の蓄熱体の温度 を検 出する第 2 の温度セ ンサー と、

前記第 2 の蓄熱体の温度 を検 出する第 3 の温度セ ンサー と、

前記第 1 〜第 3 の温度セ ンサ一の検 出値 に基づいて、前記第 1 およ

び第 2 の熱流スィ ツチの前記 O N 状態 と前記 0 F F 状態 を切 り替える

熱流スィ ッチ制御部 と、 を備 え、前記熱流スィ ッチ制御部が、前記導

熱体の温度が最高温度付近 にあるとき、前記第 1 の熱流スィ ツチを前

記 0 N 状態 にすると同時に、前記第 2 の熱流スィ ツチを前記 0 F F 状

態 に し、前記導熱体の温度が最低温度付近 にあるとき、前記第 1 の熱

流スィ ツチを前記 0 F F 状態 にすると同時に、前記第 2 の熱流スィ ッ

チを前記 O N 状態 にすることによ り、第 1 の蓄熱体が前記導熱体の最

高温度付近の温度 に保たれる一方、前記第 2 の蓄熱体が前記導熱体の

最低温度付近の温度 に保たれ、 それによつて、前記第 1 および第 2 の

蓄熱体間に生 じる温度差 を利用 して、前記熱電変換ュニ ッ 卜か ら電気

エネルギーを取 り出すものであることを特徴 とする請求項 1 に記載の

熱電発電装置。

[ 請求項7] 前記第 1 の熱流スィ ツチおよび前記第 1 の蓄熱体間に配置 され、 _

端 が前記第 1 の熱流スィ ツチに接触する一方、他端が前記第 1 の蓄熱

体 に接触する第 1 のペルチェ素子 と、

前記第 2 の熱流スィ ツチおよび前記第 2 の蓄熱体間に配置 され、 _



端が前記第 2 の熱流スィ ツチに接触する一方、他端が前記第 2 の蓄熱

体 に接触する第 2 のペルチヱ素子 と、 を備 え、前記第 1 の熱流スイ ツ

チが前記 0 N 状態 にあるとき、前記第 1 のペルチェ素子が、前記一端

において吸熱 して、前記他端 において発熱 し、前記第 2 の熱流スイ ツ

チが前記 0 N 状態 にあるとき、前記第 2 のペルチェ素子が、前記一端

において発熱 して、前記他端 において吸熱することを特徴 とする請求

項 6 に記載の熱電発電装置。

[ 請求項8] 前記導熱体が前記被覆層の表面の全体 を被覆 していることを特徴 と

する請求項 1 〜請求項 7 のいずれかに記載の熱電発電装置。

[ 請求項 9] 前記被覆層は断熱材か ら形成 されていることを特徴 とする請求項 1

〜請求項 8 のいずれかに記載の熱電発電装置。

[ 請求項 10] 少な くとも 1 つの前記蓄熱体が潜熱蓄熱材か ら形成 されていること

を特徴 とする請求項 1 〜請求項 9 のいずれかに記載の熱電発電装置。

[ 請求項 11] 第 1 の追加の蓄熱体 と、

第 2 の追加の蓄熱体 と、

前記第 1 および第 2 の追加の蓄熱体間に配置 され、一端が前記第 1

の追加の蓄熱体 に接触 し、他端が前記第 2 の追加の蓄熱体 に接触する

追加の熱電変換ュニ ッ 卜と、

前記第 1 および第 2 の追加の蓄熱体間に配置 され、一端が前記第 1

の追加の蓄熱体 に接触 し、他端が前記第 2 の追加の蓄熱体 に接触する

追加のペルチェ素子 と、

一定の熱抵抗 を有 し、前記追加の熱電変換ュニ ッ 卜との接触部分お

よび前記追加のペルチェ素子 との接触部分 を除 く前記第 1 および第 2

の追加の蓄熱体の全体 を被覆する追加の被覆層 と、 を備 え、前記追加

の熱電変換ュニ ッ 卜を除 く前記熱電変換ュニ ッ 卜が出力する電気エネ

ルギ一を前記追加のペルチェ素子によって熱エネルギーに変換するこ

とによって、前記第 1 および第 2 の追加の蓄熱体間に温度差 を生 じさ

せ、前記温度差 を利用 して、前記追加の熱電変換ユニ ッ トか ら電気工



ネルギ一を取 り出すものであることを特徴 とする請求項 1 〜請求項 1

0 のいずれかに記載の熱電発電装置。

[ 請求項 12 ] 第 1 の追加の蓄熱体 と、

第 2 の追加の蓄熱体 と、

前記第 1 および第 2 の追加の蓄熱体間に配置 され、一端が前記第 1

の追加の蓄熱体 に接触 し、他端が前記第 2 の追加の蓄熱体 に接触する

追加の熱電変換ュニ ッ 卜と、

一定の熱抵抗 を有 し、前記追加の熱電変換ュニ ッ 卜との接触部分 を

除 く前記第 1 および第 2 の追加の蓄熱体の全体 を被覆する追加の被覆

層 と、

前記追加の被覆層の内部 において前記第 1 の追加の蓄熱体 に接触 し

て配置 された ヒーター と、 を備 え、前記追加の熱電変換ユニ ッ トを除

く前記熱電変換ュニ ッ 卜が出力する電気エネルギーを前記 ヒーターに

よって熱エネルギーに変換することによって、前記第 1 の追加の蓄熱

体 を加熱 し、前記第 1 および第 2 の追加の蓄熱体間に温度差 を生 じさ

せ、前記温度差 を利用 して、前記追加の熱電変換ユニ ッ トか ら電気工

ネルギ一を取 り出すものであることを特徴 とする請求項 1 〜請求項 1

0 のいずれかに記載の熱電発電装置。

[ 請求項 13 ] 前記第 1 および第 2 の追加の蓄熱体の うちの少な くとも一方が潜熱

蓄熱材か ら形成 されていることを特徴 とする請求項 1 1 または請求項

1 に記載の熱電発電装置。

[ 請求項 14] 第 1 の追加の蓄熱体 と、

第 2 の追加の蓄熱体 と、

前記第 1 および第 2 の追加の蓄熱体間に配置 され、一端が前記第 1

の追加の蓄熱体 に接触 し、他端が前記第 2 の追加の蓄熱体 に接触する

追加の熱電変換ュニ ッ 卜と、

前記第 1 および第 2 の追加の蓄熱体間に配置 され、一端が前記第 1

の追加の蓄熱体 に接触 し、他端が前記第 2 の追加の蓄熱体 に接触する



追加のペルチヱ素子 と、 を備 え、前記第 2 の追加の蓄熱体は、前記熱

電発電装置が設置 される構造物か らな り、 さ らに、

一定の熱抵抗 を有 し、前記追加の熱電変換ュニ ッ 卜との接触部分お

よび前記追加のペルチェ素子 との接触部分 を除 く前記第 1 の追加の蓄

熱体の全体 を被覆する追加の被覆層 を備 え、前記追加の熱電変換ュニ

ッ 卜を除 く前記熱電変換ュニ ッ 卜が出力する電気エネルギーを前記追

加のペルチェ素子によって熱エネルギーに変換することによって、前

記第 1 および第 2 の追加の蓄熱体間に温度差 を生 じさせ、前記温度差

を利用 して、前記追加の熱電変換ュニ ッ 卜か ら電気エネルギーを取 り

出すものであることを特徴 とする請求項 1 〜請求項 1 0 のいずれかに

記載の熱電発電装置。

[ 請求項 15 ] 第 1 の追加の蓄熱体 と、

第 2 の追加の蓄熱体 と、

前記第 1 および第 2 の蓄熱体間に配置 され、一端が前記第 1 の追加

の蓄熱体 に接触 し、他端が前記第 2 の追加の蓄熱体 に接触する追加の

熱電変換ュニ ッ 卜と、

一定の熱抵抗 を有 し、前記追加の熱電変換ュニ ッ 卜との接触部分 を

除 く前記第 1 および第 2 の追加の蓄熱体の全体 を被覆する追加の被覆

層 と、

前記追加の被覆層の内部 において前記第 1 の追加の蓄熱体 に接触 し

て配置 された ヒーター と、 を備 え、前記第 2 の追加の蓄熱体は、前記

熱電発電装置が設置 される構造物か らな り、前記追加の熱電変換ュニ

ッ 卜を除 く前記熱電変換ュニ ッ 卜が出力する電気エネルギーを前記 ヒ

—タ一によって熱エネルギーに変換することによって、前記第 1 の追

加の蓄熱体 を加熱 し、前記第 1 および第 2 の追加の蓄熱体間に温度差

を生 じさせ、前記温度差 を利用 して、前記追加の熱電変換ユニ ッ トか

ら電気エネルギーを取 り出すものであることを特徴 とする請求項 1 ~

請求項 1 0 のいずれかに記載の熱電発電装置。



[ 請求項 16 ] 前記第 1 の追加の蓄熱体が潜熱蓄熱材か ら形成 されていることを特

徴 とする請求項 1 4 または請求項 1 5 に記載の熱電発電装置。

[ 請求項 17 ] ワイヤ レス給電システムの送電側機能 を備 えたものであることを特

徴 とする請求項 1 〜請求項 1 6 のいずれかに記載の熱電発電装置。
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* 引用 文献 の 日の後 に公 表 され た文献
ΓΑ 」特 に 関連 の あ る文献 で は な く、一般 的技術 水 準 を示す 「Τ 」国際 出願 日又 は優 先 日後 に公 表 され た文 献 で あ って

も の 出願 と矛 盾 す るもので はな く、発 明 の原 理 又 は理 論
ΓΕ 」国 際 出願 日前 の 出願 また は特許 で あ るが 、国際 出願 日 の理解 のた め に引用す るもの

以後 に公 表 され た も の 「X 」特 に 関連 の あ る文献 で あ って 、 当該 文献 のみ で発 明
「L 」優 先 権 主 張 に疑 義 を提起 す る文 献 又 は他 の文献 の発 行 の新 規性 又 は進 歩性 が ない と考 え られ る もの

日若 し くは他 の特 別 な理 由 を確 立 す るた め に 引用 す ΓΥ 」特 に 関連 の あ る文献 で あ って 、 当該 文献 と他 の 1 以
る文 献 （理 由を付す ） 上 の文 献 との 、当業者 に とって 自明 で あ る組 合せ に

Γθ 」 口頭 に よ る開示 、使 用 、展示 等 に言及 す る文 献 よって進 歩性 が ない と考 え
ΓΡ 」国 際 出願 日前 で、かつ優 先 権 の主 張の基礎 とな る出願 Γ& 」 同一 パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国 際調 査 を完 了 した 日 国際調 査 報告 の発 送 日
0 . 0 8 . 2 0 1 2 2 1 . 0 8 . 2 0 1 2

国 際調 査機 関の名 称及 び あて先 特許 庁審 査官 （権 限 の あ る職員 ） 3 V 3 3 2 8

日本 国特許 庁 （I S A J Ρ ) 松 本 泰典
郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5

東 京 都 千代 田区霞 が 関三 丁 目 4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 3 5 8

様 式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ） （2 0 0 9 年 7 月 ）
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